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外国籍専門人員誘致及び雇用法の全面改正により、税制優

遇措置がさらに改善された

外国籍専門人員の誘致及び雇用を促進するために、就労、居留、家族の呼び寄せ等に関する規定が緩和され、

さらに社会保障上の優遇及び租税優遇が提供されています。以下に最新の租税優遇制度の改正要点及び注意

事項を説明いたします。
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外国籍専門人員の誘致及び雇用を促進するために、

台湾では2018年2月8日付で「外国籍専門人員誘致及

び雇用法」が施行されました(KPMG JP News202020号

参照)。今年度は当該法が改正され、就労、居留、家族

の呼び寄せ等に関する規定の緩和、さらに社会保障上

の優遇及び租税優遇が提供されることとなり、2021年

10月25日付で施行されました。租税優遇に関して、財

政部は10月28日付で「外国籍特定専門人員の所得税

減免細則」の改正を公告し、10月25日から施行されて

います。

外国籍専門人員誘致及び雇用法のポイントは、就業の

ために初めて台湾に居留することを許可された外国籍

特定専門人員が、特殊な専門技術に関わる専門的な

仕事に従事し、労働部又は教育部が発行した外国籍

特定専門人員招聘（就労）許可書、或いは就労許可、

居留ビザ、外僑居留証及び再入国許可の4つの許可証

を一つにまとめた就業ゴールドカード取得しており、居

留日数が満183日で、且つ年間給与所得がNTD300万

を超過した場合、その一定期間内で居留日数が満183

日に達する年度における給与所得のNTD300万を超え

た部分に対し課税対象額を半額とする租税優遇措置を

受けることが出来ることです。今回の改正では、租税優

遇措置の適用がさらに強化されました。その要点は次

の通りです。

1. 外国籍特定専門人員の特殊な専門技術について、

科学技術、経済、教育、文化、芸術、体育のほか、

金融、法律、建築設計、国防の領域を特定。また、

主務機関である国家発展委員会が各関連中央目

的事業主務機関と共同で協議し、特殊な専門技術

を認定する。

2. 外国籍特定専門人員が規定を満たす学術講座、

学術研究に従事する、又は顧問を担当する等の状

況がある場合、中央目的事業主務機関がその特

殊な専門技術を認定する証明書をもって招聘（就

労）許可書又は就業ゴールドカードを代替すること

が出来る。

3. 租税優遇適用期間は3年から5年へ延長される。一

方、適用開始後、居留期間が183日未満である、又

は年間給与所得がNTD300万未満であることを理

由に、租税優遇を5年を上限として延長することが

できるという規定は廃止された。

当該租税優遇を適用する外国籍特定専門人員が、専

門業務従事前に、専門業務以外の理由で台湾居留許

可を受けている場合、雇用され専門業務に従事する

日、又は就業ゴールドカード発行日から遡った5年以内

において、台湾戸籍を有しておらず、所得税法規定の

居住者でない必要がありますのでご留意ください。
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